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　みなさん、お天気の悪いなか、日曜日にお

集まりいただきまして、ありがとうございま

す。２点ほど、あまり堅苦しくないあいさつ

ということでさせていただきたいと思います。

　１点目は、私は建設政策研究所を、亡くな

られた指導教員である椎名先生の跡を継ぐ形

でこの仕事をしておりますが、実際には建設

だけではなくて、介護の現場をうろうろして

みたりとか、一番長く仕事をしていたのは交

通運輸関係の労働実態の調査研究をしてまい

りました。

　どこへいっても思うのは、介護の分野であ

れば、ワーキングプア、生活することが困難。

介護労働者の離職率の高さはよくいわれてい

ることだと思いますが、介護の仕事を続けた

いけれども、続けることができない。あるい

は交通運輸でいえば、みなさんご承知のタク

シーの問題がございます。最低賃金すらも割

るような事態がめずらしくない。そういう月

12、３万で生活されているタクシー労働者。

そして今回の建設労働者。冬になれば失業を

余儀なくされる。

　とはいえ、1980年代は、年間で230とか、

そのぐらいの就労日数があったわけですね。

ところがどんどんどんどん建設産業の仕事が

なくなっていくなかで、しかも冬の間の生活

保障がどんどん切り崩されていくなかで、ほ

んとうに大変な事態が起きている。どこを歩

いていても、ワーキングプアという生活困難

な人たちが大量に存在する。そういう事態を

なんとか変えなければいけないと思っていま

す。

　現状報告ということでいうと、例えば介護

の分野は介護報酬単価が改定されたり、ある

いはタクシーも規制緩和の見直しがすすんだ

り、あるいは建設産業でいえば、これまで随

分削られてきた公共投資が、大型の公共投資

が予算として付けられようとしてしている。

　だけど介護もそうですし、タクシーもそう

ですし、あるいは建設もそうですけれども、

それがほんとうに私たちの経済社会を中長期

的に持続可能なものにしていくのかどうか。

単なる選挙目当てのばらまきなのかどうか。

そういったことも含めて、われわれはもっと

もっと中長期的に、きょうのタイトルでいけ

ば、北海道の建設業をどうすればいいのか、

公共事業をどうすればいいのか、考えていき

たいと思っております。

　２点目なんですが、建政研は全国的な組織

でございます。永山先生はそこの理事長でご

ざいます。北海道センターも、椎名先生が立

ち上げられて、今年で10年目を迎えます。私

は理事長になってからまだ３年ぐらいだと思

うんですが、この建政研、さまざまな現場か

らの注文にこたえる形で調査研究を細々なが

らやってまいりました。その成果が、みなさ

んのいまお手元にあるものだと思うんです

が、ただ残念ながら、なかなか財政的な基盤

とかも非常に弱いということもございます。

率直に申せば、ぜひ建政研の北海道センター、

あるいは建政研をいろんな意味で支えていた

だきたい。個人会員になっていただければ雑

誌等が届きますし、こういうイベント等の案

内等もさせていただきたいと思います。よろ

しくお願いします。

　きょうは、永山先生、そして全建労の加藤

委員長をお招きして、率直にさまざまな問題

を出し合って、ほんとうにタイトルどおり、

建設業、公共事業をどうしていけばいいのか

を考える時間にしていきたいと思っておりま

す。どうぞきょうはよろしくお願いします。

（拍手）

開会にあたって
　建設政策研究所北海道センター理事長　川　村　雅　則
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道内建設業者アンケートと季節労働者アンケートから見えてくるもの
　建設政策研究所北海道センター理事長・北海学園大学准教授　川　村　雅　則

パネラーの報告

■北海道センターの取り組み

　私が準備したレジュメは、２点です。１つ

は「季節労働者調査の結果」、もう１つは「建

設事業者調査の結果」。どちらも、建政研北

海道センターが今年の１月から取り組んでき

た調査研究の成果です。

　北海道センターでは、危機にある季節労働

者の雇用・就労、生活実態の把握という作業

を重視し、毎年、定期的にアンケート調査を

実施してきました。あわせて、今年は、そう

いう危機にある季節労働者の雇用・仕事づく

りはいかにあるべきか、ということも念頭に

おいて、公共事業の実態や課題などを建設事

業者に尋ねてみました。今日は、この順序で、

報告させていただきたいと思います。

　なお今回の調査結果は、北海道センターの

ホームページ上に掲載していますので、ぜひ

ダウンロードしてご活用していただけたら幸

いです。私ども、財政が厳しいのに、調査研

究の成果というものは無償で公開していくべ

きだとやせ我慢で頑張っておりますので、建

政研への加入もあわせてお願いしたいと思い

ます。

■季節労働者の生活の危機―自由記述から

　まず季節労働者の実態です。季節労働者か

らはこんな切実な声が聞こえてきました。一

部を読み上げます。

　「ハローワークに行ってもなかなか仕事が

ないです。公共料金もなかなか払えないです。

最低限の生活保護を申請しても、親や子ども

にお金を借りなさいと言われ、大変困ってい

ます。自分では仕事がしたいですが、なかな

か仕事がなく大変です。国民は最低限の生活

が保障されているはずですが全く話しになり

ません。」（男性56歳、赤平市）

　「今は元気で働いているが、無年金者なの

で、働けなくなった老後がとても心配。その

ときは生活保護なども考えている。」（男性67

歳、釧路市）

　「昨年に働いていた会社は雇用保険に加入

して月々支払いをしていたが、12月に仕事が

切れ、権利がなく、いまアルバイトのところ

でお願いしたが、４ヵ月も仕事はないので、

駄目だと言われ、昨年、月々支払っていた雇

用保険が駄目になって、もらうことができま

せん。働く仕事先もみつからず、今はアルバ

イト的な仕事をしていますが、いつ仕事が無

くなるか。生活が苦しく、体調も悪いが病院

に行きたくても行けず、悩んでいる毎日です。

不安で2009年度の見通しも立てず、今現在に

至っています。」（男性57歳、釧路市）

　「国保に加入したいが保険代が高すぎる。

また２年分の保険代がかかるため、保険に入

れないでいます。保険代も、ようやく払える

か払えないかというときに２年分もさかのぼ

って払えというのはきついです。」（男性57歳、

札幌市）

　「特例一時金を元に戻して欲しい。市・道税

が高い。保険料が高く、支払いがきつく、医

者にかかれずに常に100％自分もちで大変で

す。相談しても今の生活が楽になるのでしょ

うか？医者代も年金代も税金も少ない給料で

支払いができません。食べるだけでイッパイ

イッパイです。」（男性52歳、札幌市）

　「今のままでは65歳で年金をもらっても月

４万円位です。65歳からの生活はとても心配

です。特例一時金は90日にして下さい。今は
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仕事が無いので、ゴミの日に空き缶を集めて

いますが、市役所からは、集めてはだめと言

われ、困っている。」（男性62歳、苫小牧市）

　「昨年燃料代が出なかったので、サラ金か

らお金を借りた。これから支払いに困る。」（男

性39歳、小樽市）

　こうした切実な訴えを、今年は1570人の季

節労働者から集めることができました。

　ご承知のように、年末の「派遣村」報道に示

されるように、失業と同時に路上に投げ出さ

れ生存の危機に瀕しているひとたちが、いま

この国で大量に発生している。

　北海道の建設業では、冬の間、仕事がなく

なるために失業を余儀なくされる、季節労働

をめぐる問題が古くから存在しました。建設

産業で働く季節労働者はとくにこの数年、建

設の仕事が急減する中で、しかも、不十分な

がらも冬の間の彼らの生活を保障していた特

例一時金が切り下げられ、また、技能講習制

度も廃止される中で、いま読み上げたような

危機的状況にある。

■急減する季節労働者

表１　全産業及び建設業の雇用保険被保険者数の推移（一般、短期）
単位：人

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

全
産
業

一般

19年度 1,262,222 1,278,525 1,282,208 1,283,138 1,283,257 1,284,123 1,296,646 1,300,959

20年度 1,300,278 1,313,796 1,317,550 1,317,317 1,315,631 1,313,842 1,312,078 1,311,951

対前年差 38,056 35,271 35,342 34,179 32,374 29,719 15,432 10,992

短期

19年度 27,614 65,942 96,526 110,380 116,508 118,925 119,209 106,308

20年度 26,400 55,628 82,540 96,619 102,575 105,946 106,281 94,782

対前年差 ▲1,214 ▲10,314 ▲13,986 ▲13,761 ▲13,933 ▲12,979 ▲12,928 ▲11,526

建
設
業

一般

19年度 105,145 106,634 107,008 107,139 106,967 106,888 106,655 106,276

20年度 104,121 105,760 105,943 105,801 105,438 105,055 104,747 104,231

対前年差 ▲1,024 ▲874 ▲1,065 ▲1,338 ▲1,529 ▲1,833 ▲1,908 ▲2,045

短期

19年度 12,270 37,753 59,578 69,292 73,376 74,613 75,039 73,153

20年度 11,453 28,203 47,951 58,515 62,653 64,401 64,728 63,030

対前年差 ▲817 ▲9,550 ▲11,627 ▲10,777 10,723 ▲10,212 ▲10,311 ▲10,123

資料：職業安定業務統計

出所：北海道労働局

　北海道労働局の統計でも、季節労働者の数

がどんどん減っている。表１をご覧下さい。

これは、一般と短期の雇用保険の被保険者数

の推移をみたもので、上が全産業、下が建設

業です。表の下段、建設業の短期の被保険者

数をみてください。20年度の被保険者数は前

年度比でマイナス１万人です。こんなにも急

速な減少は、長くこの問題に取り組んできた

労働組合の役員をもってして、ありえない事

態と言わしめるような状況です。仕事に就け

ない、仕事に就けても保険には加入できない

そんなひとたちが急増している。

　あわせてお伝えしておきたいのは、季節労

働者の公式人数としてはこの被保険者数が用

いられます。ということは、保険から漏れた

「季節労働者」はカウントされない。その意味

で、この統計で把握されている以上に季節労

働者の雇用問題というのはひろがりをもつ、

ということです。雇用保険に加入できていな

かったり、あるいはかろうじてアルバイト的

な仕事に従事していたりするケースも含め、

この問題を考える必要がある。
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表２　昨年及び一昨年の就労日数（平均値）
単位：日

全体
男女別 男性・年齢別

男性 女性 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

昨年（2008年） 平均値 170 175 150 201 192 167 114

一年間の就労日数 標準偏差 66 67 58 64 55 64 66

一昨年の就労日数
平均値 185 190 162 211 207 183 132

標準偏差 62 63 54 62 52 58 71

表３　仕事上での問題状況（複数回答可）
単位：％

全体
男女別 男性・年齢別

男性 女性 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

（ア）仕事の量（就労日数）
が減っている

58.2 60.8 47.9 69.2 65.2 59.8 49.6 

（イ）仕事の見通しが立た
ない

32.5 37.0 12.6 46.2 43.5 29.2 26.1 

（ウ）雇用期間が短い 25.9 27.0 21.4 30.8 31.3 25.0 20.0 

（エ）賃金が安い 45.4 48.8 30.2 50.5 57.2 44.9 35.7 

（オ）体力的にきつい 26.2 24.8 33.5 23.1 27.2 26.7 17.4 

（カ）職場の人間関係がよ
くない

12.1 12.6 9.8 11.0 14.1 11.0 7.8 

（キ）その他 2.0 2.1 1.9 6.6 2.2 1.1 0.9 

　次の表２は昨年及び一昨年の就労日数をま

とめたものです。全体でみれば昨年の就労日

数は170日です。過去の『季節労働白書』をめ

くってみると、80年代には200日をはるかに

上回る就労日数が確保できていたのが、かな

りの減少です。しかも、繰り返しになります

が、われわれが把握できた季節労働者という

のは、現役で働く季節労働者が中心で、しか

も、雇用保険に加入できていたひとが多い。

つまり、さきの統計でみたような、雇用保険

から漏れた層を含む、季節労働者全体を今回

の調査で把握できているわけではない。そこ

まで含めると問題はさらに深刻であることを

確認しておきたい。

■就労保障を通じた生活保障の検討を

　さて、就労日数は一昨年と比べると15日減

っています。今後もさらに減少することが懸

念されます。そのときに、彼らの生活をどう

保障していくのか。これは、論点の１つにな

ると思うのですが、現在、非正規の人たちの

生活保障ということで、ひろい意味での社会

保障のあり方が議論されています。雇用保険、

医療・年金保険、生活保護あるいは住宅保障

などが中心です。

　そういった社会保障の改善というのは、そ

れはそれでもちろん重要だと思うのですが、

就労保障についても議論する必要はないでし

ょうか。センターでは、この領域、つまり公

的就労事業に関する調査研究をかつて実施し

ています。

　実際、いま、自治体が臨時的な仕事をつく

って、そこで失業者を雇用する、そういう取

り組みが全国的にひろがっています。この点

で、『北海道新聞』の記者の方と以前に話をし

たときに、派遣切りされたひとを対象に自治

体が臨時雇用をもうけたものの、実際に来た

のは、仕事がなくて困っていた季節労働者だ

った、ということをおっしゃっていました。

当初の目算が狂ったかもしれないけれども、

■就労機会の減少
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自治体の姿勢として評価できることです。た

だ問題は、そういう公的な就労事業というも

のを、場当たり的なものとして行うのか、そ

れともきちんと戦略的に事業を構築していく

のか。私たちも公的な就労事業のあり方を考

えていく必要があると思います。幾つか思い

つくままにあげますと、第一に、事業内容に

かかわって、地域に有用なサービスやインフ

ラを提供するような事業をどう構想するか。

表４　昨年の年間賃金収入及び一昨年との比較
単位：％

全体
男女別 男性・年齢別

男性 女性 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

昨年の年間賃金
収入（再掲）

100万円未満 23.8 17.3 52.9 4.5 8.9 18.0 58.6 

150万円未満 45.8 36.0 89.2 19.3 20.2 43.7 84.8 

200万円未満 65.7 59.2 94.6 39.8 47.4 68.1 92.9 

一昨年との比較

減った 54.5 57.1 43.5 57.5 55.7 63.7 48.0 

同額 36.4 34.0 46.5 33.3 33.1 29.2 48.0 

増えた 9.1 8.9 10.0 9.2 11.1 7.1 4.0 

　さて、季節労働者の就労・生活の特徴のひ

とつが、賃金水準の低さです。貧困ラインを

どこに引くかについては、世帯構造による違

い等も考慮する必要はありますが、とはいえ、

この収入分布、つまり、全体で４人に１人が

100万円未満、３人に２人は200万円未満とい

うこの水準は間違いなく、問題といえるでし

ょう。女性に限っていえば２人に１人が100

万円未満で、ほぼ全員が200万円未満です。

以前、『日本経済新聞』で、単身の高齢女性の

間に貧困がひろがっているという特集記事が

掲載されていました。低所得であっても、配

偶者等の賃金でそれが補えれば、さしあたり

問題としては浮上してこないわけですが、季

節労働者の場合には、夫婦で季節労働者、あ

るいは単身で季節労働者として働いているケ

ースが少なくない。その場合、とくに女性の

生活は困窮することになるでしょう。

　今回の調査でも、70歳以上で独り暮らしを

している女性が少なくありませんが、その生

活は基本的に年金、あるいは仕事と年金です。

しかし、その年金受給額は男性に比べても圧

倒的に低い。今後そういう人たちが増え、生

活保護の利用の急増が懸念されます。

第二に、雇用創出効果はもちろんのこと、教

育訓練効果など、労働者にとってどういう効

果をねらうのか。第三に、急を要する順に仕

事が行き渡るようにするためにはどうすれば

よいのか。第四に、雇用主は自治体だけに限

定するのかそれとも民間団体も含めるのか、

民間を含むのであれば営利／非営利はどうす

るのか、等々。やっかいなのは、例えば雇用

創出効果をねらえば、教育訓練効果が薄くな

ることもあるなど、ねらいがときに相反する

こともある。

　以上、社会保障を通じた生活保障もさるこ

とながら、就労保障を通じた生活保障も重要

になってくると思いますし、「公的就労事業

は効果が低い」という主張に抵抗するために

も、研究を深める必要があると思っています。

■著しく低い所得水準
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図５　無年金者及び保険料を滞納している者・免除されている者

■社会保障制度からの排除

表６　年金受給額・月額
単位：％

全体
男女別

男性 女性

５万円未満 23.2 20.2 34.0 

５～ 10万円未満 42.7 38.9 55.3 

10 ～ 15万円未満 22.8 27.2 8.0 

15万円以上 11.3 13.8 2.7 

（再掲）10万円未満 65.9 59.0 89.3 

表７　医療保険をめぐる問題（通年で国民健康保険加入者のみ）
単位：％

全体
男女別 男性・年齢別

男性 女性 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

保険料の滞納状況 滞納している 23.7 26.1 13.1 44.4 41.4 23.0 9.4 

保険証種類 正規保険証以外 15.4 17.9 4.5 41.2 32.4 14.5 2.6 

世帯の年間保険料
（再掲）

20万円以上 48.8 51.9 33.9 60.6 58.8 60.2 31.3 

30万円以上 27.3 28.8 20.2 39.4 38.2 30.5 16.0 

保険料の負担感 非常に厳しい 64.3 66.0 56.7 79.4 85.3 62.0 47.2 

　さて、貧困という問題は単に所得水準の問

題だけじゃなくて、社会保障制度あるいは地

域や人々とのつながりからも排除されていく

という、いわゆる社会的排除をめぐる問題が

あります。

　まず図５です。「公的年金に未加入」という

のが全体で12．2％、男性の働き盛り40，50

歳代では2割が公的年金に未加入です。さら

に図の右側は、年金に加入していても、保険

料を滞納していたり免除されているというケ

ースが少なくないことを示しています。そし

て次の表６が示すのは、年金を受給していて

もその水準が低いという問題です。

　社会保障制度からの排除は医療分野でもみ

られます。まず、数は少ないものの、年間を

通じて無保険が24人、さらに、冬だけ無保険

というひとも25人存在する。そして表の７は、

通年で国民健康保険に加入している方を対象

に問題状況をまとめたものですが、保険料を

滞納しているひとが４分の１、短期保険や資
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格証明書を支給されているひとたちが15.4％

に及ぶ。わが国の社会保障制度の特徴は、弱

い立場の人ほど保険料負担が大きくて給付水

準が低いという特徴がありますが、さきほど

みたような年収水準でありながら、世帯の年

間保険料は高い。20万円以上払っているひと

が半分です。30万円以上も4分の1弱。40，50

歳代という、生活費負担の大きな層で非常に

負担が重くなっている。

　保険料滞納問題というのは、保険料を支払

わないのではなく、支払えないのだというこ

とをあらためて確認し、社会保障制度の建て

直しを図るべきです。

■本当は働きたいけれども―増大する生活保護の利用希望

表10　生活保護の受給希望者
単位：％

全体
男女別 男性・年齢別

男性 女性 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

生活保護の受給希望者 20.3 21.7 14.5 7.8 23.2 24.2 25.7 

同上（但し、現在受給者を除く） 18.0 19.2 13.2 6.8 21.6 21.6 20.7 

表９　現在の暮らしの状況
単位：％

全体
男女別 男性・年齢別

男性 女性 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

大変苦しい 39.2 41.5 29.9 53.2 49.5 36.1 28.1 

やや苦しい 39.1 39.4 38.5 36.2 39.8 40.6 41.1 

普通 20.5 18.2 29.5 10.6 10.3 21.2 30.3 

ややゆとりがある 1.0 0.8 2.1 0.3 1.6 0.4 

大変ゆとりがある 0.2 0.3 0.5 

苦しい計（大変＋やや） 78.3 80.8 68.4 89.4 89.4 76.7 69.3 

表８　生活上の不安（複数回答可）
単位：％

全体
男女別 男性・年齢別

男性 女性 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

（ア）失業・廃業、倒産等 38.0 42.0 22.2 74.2 61.1 30.3 7.4 

（イ）生活費 58.8 61.9 47.4 77.5 68.7 57.2 47.3 

（ウ）税・保険料 50.0 52.4 40.4 74.2 61.1 43.3 38.4 

（エ）子育て、教育費 7.4 7.8 5.6 34.8 7.3 1.0 0.5 

（オ）住宅問題 14.5 15.5 10.4 27.0 17.4 12.4 8.4 

（カ）自分や家族の健康 42.1 41.0 46.3 41.6 44.9 38.6 40.4 

（キ）医療費 39.5 39.3 39.6 37.1 41.5 38.3 41.9 

（ク）老後の生活設計 62.8 61.7 68.9 59.6 65.5 65.2 60.6 

（ケ）自分や家族の介護 24.0 23.0 28.9 25.8 25.3 21.9 25.1 

（コ）その他 1.2 1.0 1.9 1.1 1.9 0.5 0.5 
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　（ク）老後の生活設計、（イ）生活費、（ウ）税・

保険料などなど、季節労働者は様々な生活の

不安感や負担感を抱えています（表８）。そし

て厚生労働省の「国民生活調査：とそろえて設

定した質問（表９）によれば、40，50歳代では、

「大変苦しい」だけで５割に及ぶ。

　生活保護受給に対するスティグマという事

情もあり、一般的には、生活保護の利用とい

うものはためらわれるものですが、もう生活

していけないという生活危機のなかで、２割

が生活保護を希望するに至っている。そこま

で追い詰められているこの状況をあらためて

確認したいと思います。

■どう仕事をつくるか―季節労働者調査から

建設事業者調査へ

　さて、生活保護の希望者が少なくないこと

を述べましたが、そのほとんどは、仕事があ

れば働きたいという方々だと思います。実際、

自由記述でも、アルバイト的なものでいいか

ら働きたい、数日間でもいいから働きたい、

そういう切実な就労希望が数多くみられた。

働きたいという思いを生活保護でしか救えな

い現状はおかしい。建設産業のあり方、とり

わけ公共事業のあり方を見直していくことで

仕事づくりが可能ではないか。そんな問題意

識を持ちながら、北海道センターでは、建設

事業者調査にも着手してきました。

　「『新幹線効果に期待』３割」というタイトル

の資料を見てください。『北海道新聞』に掲載

していただいた記事です。いま公共事業は「選

択と集中」という名のもとで、総額削減がす

すんでいる。ふくれあがった公共事業費の総

額削減は仕方が無いにしても、いまの「選択

と集中」のあり方は検証が必要です。どうい

うところに公共投資を集中させていけば仕事

づくりや地域に必要なインフラ整備につなが

るのか、そういうことを検証する必要がある。

『道新』の記者の方は、新幹線効果への期待が

事業者の間でも少ないことに非常に関心を持

って、私たちの調査結果をこうしたタイトル

でまとめてくださったようです。このサブタ

イトルも注目してください。「公共事業45％

が生活密着要望」です。建設事業者も、いわ

ゆる従来型の大型開発事業から地域で必要な

生活、教育、福祉に関連した事業にシフトす

べきだということを主張している。
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■建設産業、公共事業をめぐる問題

　では、建設事業者調査の結果を報告させて

いただきます。その前にまず、建政研でまと

めたこの冊子をご覧下さい。「談合ダンピン

グを排除して、公正で魅力ある建設産業をめ

ざして」というタイトルの冊子です。これは、

建設産業や公共事業をめぐる問題について全

体的に網羅されており、かつ、改善策を提言

したすばらしい冊子です。ぜひこれはお買い

求めください。

　「提言」では、建設産業や公共事業をめぐる

問題について次のように整理しています。す

なわち、第一は、わが国の建設産業政策・建

設投資が大規模基盤整備を主に行う大手ゼネ

コン本位に偏向していたこと。第二に、近代

的な労使関係が構築されない状況下で他産業

に比べて労働条件が劣悪であること。第三は

公共事業の計画から設計・施工に至る過程が

政界・官界・業界の政官業癒着・談合により決

められてきたこと。第四に重層的請負構造の

もとで存在する契約関係等の片務性の問題。

そして第五に、現在進められている改革が限

られたメンバーによって推進されているこ

と、です。

　そんなことも頭の片隅に入れながら、建設

事業者調査の結果をみていきましょう。有効

回答は780件です。

■建設投資の縮小、破壊的な価格競争―建設

事業者が直面している問題

資料　『北海道新聞』朝刊2009年３月24日付
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表11　事業経営上の主な悩みや問題点など（複数回答可）
単位　事業者，％

764 100.0

（ア）元請受注の減少、困難 492 64.4

（イ）下請け工事受注の減少、困難 308 40.3

（ウ）仕事の先行きの不安 458 59.9

（エ）受注量の季節的波動や不安定性 287 37.6

（オ）低価格での受注競争の激化 610 79.8

（カ）受注調整の難しさ 156 20.4

（キ）品質や工期管理の厳しさ 101 13.2

（ク）得意先の減少 201 26.3

（ケ）大手建設事業者の市場進出 114 14.9

（コ）後継者難 97 12.7

（サ）資金繰りの困難 178 23.3

（シ）金融機関の貸し渋り 94 12.3

（ス）コストダウンの困難 219 28.7

（セ）資材仕入れ価格の上昇 291 38.1

（ソ）価格の設定について発注者側の力が強まった 224 29.3

（タ）見積もり合わせや入札制など競争が強まった 340 44.5

（チ）その他 4 0.5

建設事業者が直面している問題の第一が、建

設投資の縮小です。（ア）元請受注の減少、困

難、（イ）下請け工事受注の減少、困難、に回

答が多い。

　ただ、それ以上に回答が多いのが、（オ）低

価格での受注競争の激化です。関連して、（タ）

見積もり合わせや入札制など競争が強まった

という問題もある。この点は、ご承知のよう

に、談合の排除を目的に掲げ、入札制度改革

と称した競争入札政策がひろがっている。も

っとも北海道では落札率はまだ高く、談合実

施の疑いありということがオンブズマン等に

指摘されています。この点も、本日の論点の

一つになると思うのですが、たしかに、談合

等は排除しなければならない。ただ、では単

純な価格競争を展開すればよいのか。それで

建設事業者の個別経営や建設産業の持続可能

性は保障しうるのか。この点は、なかなか難

しい。つまり、談合など悪しき慣習を排除す

る一方で、激しい競争で事業経営や労働者の

生活が維持できないような事態は回避する、

そういう入札制度をどうつくっていくか。

　いずれにせよ、いま進められている入札制

度改革は、破壊的な価格競争をもたらしてい

ることは確認をしておきたい。

■従業員削減、人件費カット―進むコスト削

減策

表12　過去５年間で採用されたコスト削減

策（複数回答可）
単位　事業者，％

759 100.0

（ア）通年雇用から季節雇用への転換 70 9.2

（イ）従業員数の削減 390 51.4

（ウ）賃金水準の切り下げや手当てのカット 370 48.7

（エ）建設機械の使用年数の延長 226 29.8

（オ）一般管理費の削減 540 71.1

（カ）下請の利用を増やした 136 17.9

（キ）下請価格を切り下げた 167 22.0

（ク）資材を安価なものに切り替えた 178 23.5

（ケ）仕入れ経路を短縮した 82 10.8

（コ）共同仕入れを増やした　始めた 14 1.8

（サ）その他 20 2.6

　実際、過去5年間でのコスト削減の内容を

みると（表12）、（イ）従業員数の削減、（ウ）賃

金水準の切り下げや手当てのカット等々が進
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められてきた。思いのほか少なかったのは、

（ア）通年雇用から季節雇用への転換ですが、

これは、もう既にそういったコスト削減策が

かなり進んだことの現れであるのかもしれま

せん。

　政府は、季節雇用に関して、通年雇用化政

策を推奨しているわけですが、今回の調査で

もそうですし、センターで１年前におこなっ

た零細事業者を対象にした調査（資料）で明ら

かになったことでもありますが、建設事業者

は、そもそも通年雇用が可能な経営状況には

ない。事業者の体力自体が低下してきている。

そういう体力を奪っておきながら、通年雇用、

雇用の確保とか、安定した賃金・社会保障を

個別の事業者レベルだけに求めるのは、難し

いのではないでしょうか。そういう意味では、

例えば、仕事にあぶれたときの補償をどうや

って実現していくか、教育訓練の機会をどう

保障するか、等々のことを労使という枠組み

だけではなく、政労使という枠組みで考えて

いく必要があるのではないでしょうか。

資料　『北海道新聞』夕刊2008年３月12日付
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表13

公共事業関連事項で非常に不満なこと（複数

回答可）
単位　事業者，％

571 100.0

（ア）指名回数 110 19.3

（イ）落札回数 163 28.5

（ウ）落札総額 218 38.2

（エ）ランク付け 134 23.5

（オ）指名選定基準・方法 211 37.0

（カ）予定価格水準 266 46.6

表14

公共工事の下請け仕事をめぐる問題で非常に不満な

こと（複数回答可）
単位　事業者，％

482 100.0

（ア）受注件数 97 20.1

（イ）受注総額 206 42.7

（ウ）労務費単価水準 210 43.6

（エ）下請工事費の決定方法 186 38.6

（オ）協力会費の強制徴収 45 9.3

（カ）一括丸投業者の横行 80 16.6

表15　地元の公共事業について認められる傾向（複数回答可）
単位事業者、％

766 100.0

（ア）事業内容が住民の意向要求を踏まえずに決定されている 162 21.1

（イ）天の声で指名や落札業者が決まる傾向にある 122 15.9

（ウ）天下りを受け入れている企業が有利に受注している 274 35.8

（エ）受注調整は依然として行われている 159 20.8

（オ）大手の事業者が中小の工事も受注する傾向に 348 45.4

（カ）仕方なく談合する入札業者が増加している 58 7.6

（キ）談合破りなど低価格競争が目立つ 236 30.8

表16　公共事業のあり方・意向について（複数回答可）
単位事業者、％

767 100.0

（ア）最低制限価格制は維持すべきである 537 70.0

（イ）ダンピング規制を強化すべきである 369 48.1

（ウ）ダンピング規制のため、賃金の最低価格の設定や労働協約の締結が不可欠である 199 25.9

（エ）談合と癒着問題は切り離せないのでやめるべきである 188 24.5

（オ）中小事業者による癒着なき談合もやめるべきである 118 15.4

（カ）中小事業者による受注調整は経営維持に必要であって一概に否定できない 366 47.7

（キ）公共事業の入札発注はガラス張りにすべきである 264 34.4

（ク）現行の入札契約方式（一般競争、総合評価）は、中小業者には役立っていない 397 51.8

（ケ）地元の雇用創出や地域経済効果など多様な入札方式を採用すべきである 387 50.5

（コ）赤字受注を防ぐため、公共事業の労務費単価以下で積算した下請発注を禁止すべき 343 44.7

（サ）現場労働者の退職金共済積立、職業訓練費などを含めた受注価格の決定をすべき 233 30.4

（シ）労災隠しなど元請けの責任回避を強く規制し、下請けや労働者の保護を徹底すべき 180 23.5

（ス）発注者は、有給休暇、退職金など労務関係経費を別枠支給し末端まで保障すべき 213 27.8

（セ）最近の公共事業は中小事業者の振興や雇用の拡大には役立っていない 379 49.4

（ソ）北海道新幹線の札幌延伸は北海道経済によい影響を与えると期待している 218 28.4

（タ）北海道新幹線の札幌延伸にお金を使うより中小の建設業者に対する仕事を増やすべき 321 41.9

（チ）北海道はまだ高規格道路の整備が遅れているので、整備を進めるべき 227 29.6

（ツ）北海道は高規格道路の整備はおおむね達成されたので、地方に必要なインフラ整備に予算をむけるべき 218 28.4

（テ）これからの社会構造の変化を考えると、従来型の大型開発事業から、地域で必要な生活教育福祉に関連した事業にシフトするべき 344 44.9

（ト）分離分割発注を増加させ、中小零細規模の工事を大幅に拡大すべき 455 59.3

（ナ）随意契約の対象となる住民に身近な小規模工事を意識的に拡大すべき 231 30.1

（ニ）公共事業の総額削減はやむを得ないが、業種転換等の支援を行うべき 145 18.9

■新幹線延伸は期待されているのか―建設事業者が求める公共事業



◆13

　表13から15は省略して、次の表16は、建設

事業者の考えている、これからの公共事業の

あり方や意向をまとめたものです。新幹線延

伸への期待が少ないという、先ほどの『北海

道新聞』の記事のもとデータもこの中にあり

ます。

　特徴の第一は、やはり公共事業の中身に関

する意見。（セ）最近の公共事業は中小事業者

の振興や雇用の拡大には役立っていないとい

うのが5割で、（ソ）北海道新幹線の札幌延伸

は北海道経済によい影響を与えると期待して

いるのが逆に3割にとどまっている。この（ソ）

は、少し甘く設計しました。というのは、も

しこれが「貴社は北海道新幹線の札幌延伸に

関わることができると思うか」「恩恵を受ける

ことができるか」というふうに質問すると、

回答はとうぜん低く出ますので、逆に、自社

の経営にストレートな影響や効果は期待でき

なくとも、北海道経済にはよい影響を与える

と期待しているかどうかを尋ねたわけです。

その意味では、回答は多めにでるかなと思っ

たのですが、それでも３割でした。たしかに

この文言は、新幹線延伸に対して明確に反対

という意思表示ではないけれども、「オール

北海道」と推進側に主張されている割には、

3割しか期待されていない。このことを関係

者は重く受け止めるべきではないでしょうか。

　むしろ、（タ）中小の建設業者に対する仕事

を増やすべきという回答が４割。あるいは

（テ）これからの社会構造の変化を考えると、

従来型の大型開発事業から、地域密着型の公

共事業にシフトすべきである、が45％。関連

して、不要なゼネコンの介在を排して、（ト）

分離分割発注を進めるべき、という回答も６

割もある。ストレートに事業を発注したほう

が利益も確保できるし、受発注の中身やプロ

セスも透明化できるのではないでしょうか。

　以上のとおり、現在の公共事業の中身に対

して、建設事業者自身がかなり批判的である

ことがおわかりいただけたのではないでしょ

うか。

■大型・開発型の公共投資、新規投資中心主

義からの転換を

　では今後の公共事業の中身の方向性はどう

あるべきでしょうか。もちろん、私たちも、

大型の公共投資の必要性を全否定するわけで

はない。しかしながら、これからの社会は、

私たちが考えている以上に、エネルギー問題

や環境問題の制約を受けるでしょう。さらに、

経験のないような人口構造の大変動をむかえ

ることになる。従来の公共事業は、右肩上が

りの経済成長を見込んで、産業基盤整備が進

められてきました。その前提条件が崩れてい

く中で、今回の補正予算案で出てきたような

中身の公共投資がなお必要なのでしょうか。

強く疑問を持ちます。

　北海道の総合交通ビジョンなどを見ても、

例えば、新鮮な農産物の輸送あるいは医療に

おける患者搬送を実現するために高規格道路

の建設が必要であるという。しかしながら、

そもそも農業や医療の危機をもたらしておき

ながら、高規格道路でそれを補完するという

のはおかしくないだろうか。幹線輸送もさる

ことながら、いま過疎地を中心に地域交通が

非常に大変な状況にある。幹線輸送、高規格

道路ばかりを考えた交通ビジョンでよいので

しょうか。

　さて、公共事業の中身の話に戻りましょう。

永山先生が使われていた言葉で、本日の加藤

委員長のお話とも関わる重要な論点なのです

が、これまでの公共投資というのは、新規投

資中心主義であったといえる。つまり、新し

い建設構造物を建てる。そういう新規投資が

ほとんどだった。しかしながら、建設構造物

は経年劣化していき、維持・改修・補修が必要

になってくる。加藤委員長の資料をみて、世

の中にはこんなに危険な建設構造物が随所に

あるのかと驚かされました。その意味では、

キーワードでいえば、新規投資中心主義から、

維持・補修・改修、いわばリフォーム型の公共
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投資への転換を、ということになるでしょう

か。

■計画段階から幅広い関係者の参画を

　公共の事業と称していながら、地域住民を

含む幅広い関係者の意見や考えが反映されて

いない、いまの公共事業システムをどう変え

ていくか。関係者の声を計画段階から反映さ

せる機会を制度としてどう確立していくか。

あるいは、事業の停止も含め計画を適宜、検

証・見直していくような制度をどうつくって

いくか。最近、ダムの建設にストップがかか

ったかのような動きも全国で見られますが、

実際には、停止ではなく凍結というかたちで

建設をなお推進しようとする力は大きい。

　もう１つの大きな問題点は、さきほども話

しましたが、談合等の悪しき慣習をどう排除

するかです。今回の調査結果で興味深かった

のは、破壊的な競争状況にあるという訴えの

一方で、表15のとおり、天の声で指名や落札

業者が決まる傾向にあったり、天下りを受け

入れている事業者が仕事を有利に受注してい

るという。

　入札制度も含め、公共事業に関わるシステ

ムを透明化し、そのプロセスには幅広い関係

者の参画を保障することが必要だと考えます。

■公正な競争環境の整備を

　話を戻して、悪しき慣習を排除し、なおか

つ、公正な競争環境をどう確立するか少し問

題提起をしたいと思います。

　この点は、建設に限らず、あらゆる領域で

問題になっていることです。つまり、価格競

争で、当該領域で働く労働者の労働条件や賃

金・社会保険等が競争の手段になってしまっ

ている。また、歯止めがないというか脆弱で

あることも問題です。例えば、公共事業現場

で働くひとの賃金水準として、設計労務単価

というものが設定されているけれども、守ら

れていない。しかもこの単価は市場価格にも

とづき決まるので、市場競争が激しい現状で

は、毎年下がっていくことになる。私の手

元の資料では、10年ぐらい前は１万６千円

程度だった普通作業員の単価は、いまでは

１万１千円にまで下がっている。いわば負の

スパイラルです。

　こうした状況の改善に関わって、公務現場

の取り組みが参考になります。公務現場では

いま、労務委託ということで、入札で民間に

仕事がどんどんと出されている。当然、入札

ですから、安い価格で札を入れたところが受

注するわけで、いわゆる官製ワーキングプア

の問題が発生することになる。そこでいまい

くつかの自治体では、政府・行政がワーキン

グプアをつくることは許さないという方針

で、公契約条例の制定に向けた運動が進みつ

つある。尼崎市のケースが有名です。

　あるいは、条例まではいかなくても、例え

ば函館市における公共事業の発注のあり方が

注目を集めています。建政研でも過去に調査

を行っていますが、公共事業の発注の条件に、

設計労務単価を守ること、あるいは地域経済

の振興という観点から、資材は地元のものを

使うことなどの条件が盛り込まれている。い

わば発注者側の思想というか意思というか、

そういうものが組み込まれた入札制度の構築

が求められると思います。発注した後は、ど

ういう条件で下請け業者に仕事がまわされよ

うが、そこで働く労働者の労働条件や賃金が

どうであろうが、関係ないというのではなく、

労働者や下請事業者の保護にまで目が行き届

いた入札制度改革です。

■期待される労働組合の役割

　最後にもう一つ、大きな話になりますが、

労働協約の確立が必要になると考えます。北

海道センターの前理事長であった椎名先生が

おっしゃっていたことですが、労働組合を排

除することで成り立っている産業秩序の克服

が必要であるし、その客観的条件は整いつつ

あります。

　建設労働者、労働組合の力が弱ければ、賃
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資料　魅力ある建設産業をめざす、建設政策研究所の見解と提言

Ａ．地域建設業の振興策を基本とする建設産業政策の提言

１．財政縮減政策の下、地域建設業が地域産業として持続的に活動する行政施策

１）建設産業政策を地方自治体の産業行政に位置づける

２）地域を広域的に精査し、地域建設産業の中・長期的課題を検討し、地域に総合政策に建

設物の新規供給、及び維持・管理課題を位置づける

３）地域における建設産業政策づくりは地方自治体で行い、国はナショナル・ミニマムの確

立を

２．公共事業は官公需法を重視し、入札契約制度は地域の実態に応じた改善を図り、地域建設

業を発展させる

１）地域建設業の役割の重要性に鑑み、地域建設業者を育成する立場から官公需法の改善を

２）公共工事入札・契約制度を地域中小建設業者数に見合った改善を

Ｂ．建設労働者の労働条件の抜本的改善で魅力ある建設産業をめざす提言

１．建設労働者が人間的で文化的生活を維持できる産別最低賃金の業界での合意を

２．建設業の特殊性に基づく労働条件の確保については建設業者の出資による基金制度を確立

する

３．社会保険料・労働保険料の事業主負担分は元請・下請契約の別枠として実際に労働者を雇用

する雇用主に支払われる仕組みを

４．技能労働者の技能の向上を

５．建設技能労働者「派遣」事業の有効化

６．建設就労者の相対的過剰供給構造の打開

７．高齢建設就労者への就労と福祉充実の対策

Ｃ．談合・「官製談合」を完全に排除し、公共事業の公正な競争関係確立のための提言

１．公共事業をめぐる計画段階からの政官業癒着の排除を

２．独占禁止法の一層の強化とともに取り締まり体制の充実で談合排除の徹底を

３．「脱談合」後の入札・契約レベルにおける公正な競争関係確立

４．高品質を理由とした工事価格の高騰を避けるため、予定価格の上限拘束性を堅持するとと

もに、予定価格づくりの適正化と公開を

５．「公契約条例（法）」の制定により公共工事の競争の前提の統一を

金など諸条件はどんどんと切り下げられてい

く。また、元請けから下請け業者への発注の

条件というのも切り下げられざるを得ないで

しょう。なんとかして歯止めをかけなければ

ならない。

　そこで労働協約の出番ではないでしょう

か。労働組合だけでなく、零細な事業者、下

請事業者にとっても、労働協約というものは

必要である。発注価格とか発注条件を不当に

切り下げさせないためにも必要なのだ、公正

な競争のためにも必要なのだ、そういう理解

がひろがる条件は整ってきているのではない

でしょうか。北海道で働く建設労働者の賃金・

労働条件の「標準」はこうであって、それを割

り込むような競争は行わない。言うまでもな

く難しい課題ですが、すでに行われている集

団的な労使交渉なども参考にしながら、事業

者の経営や労働者の生活を守っていけるよう

な、そういう労働協約も研究課題にしたいと

思っています。

以上、私からは、北海道センターが取り組ん

できた調査結果の紹介と、幾つかの論点を提

起させていただきました。ご静聴、ありがと

うございました。（拍手）
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Ｄ．元請・下請間の片務契約を排除し対等・平等な契約関係の提言

１．元請責任の明確化

２．元請・下請間の片務性の是正と公正な契約内容の実現

３．下請業者の適正な見積、請負代金の実現

４．一括下請発注、一括再下請発注などの根絶

５．工事現場における元請責任の徹底

６．政府、行政機関による公共工事の公正な調達のルール形成

Ｅ．民主的改革に向けてすべての主体の参画

建政研（2008ａ）より。但し内容に関わらない部分（表記等）の一部を変更。

主要参考文献

１．五十嵐敬喜、小川明雄

（ア）『公共事業をどうするか』岩波書店、

1997年

（イ）『公共事業は止まるか』岩波書店、

2001年

２．川村雅則

（ア）「北海道における失業・不安定就業問

題（Ⅰ）」『北海学園大学経済論集』第55

巻第2号、2007年9月

（イ）「北海道における失業・不安定就業問

題（Ⅱ）」『北海学園大学経済論集』第55

巻第4号、2008年3月

３．建設政策研究所

（ア）（2008a）『談合・ダンピングを排除し、

公正で魅力ある建設産業をめざして』

建設政策研究所、2008年

（イ）（2008b）『建設労働者の賃金の抜本的

改善のために―公正で魅力ある建設産

業をめざして』建設政策研究所、2008年

（ウ）（東京土建一般労働組合との合同調

査）『公共事業の適正な執行を求める行

政指導―函館市・小樽市における実践』

建設政策研究所・東京土建一般労働組

合、2004年

４．建設労働協約研究会『建設現場に労働

協約を―建設労働運動の到達点と新し

い課題』大月書店、1998年

５．国土交通省

（ア）（建設産業研究会）『建設産業政策

2007―大転換期の構造改革』国土交通

省、平成19年6月29日

（イ）「建設業法令遵守ガイドライン（改訂）

―元請負人と下請負人の関係に係る留

意点」平成20年9月

６．小林好宏、佐藤馨一『北海道開発の役割

は終わったのか？』北海道建設新聞社、

2008年

７．椎名恒（研究代表者）『「公共事業社会」と

中小建設業の経営・労働の変容に関する

実証的研究―北海道・旭川を対象に』（平

成10年度～ 12年度科学研究費補助金研

究成果報告書）、平成14年3月

８．椎名恒、野中郁江『建設―問われる脱公

共事業産業化への課題（日本のビッグ・イ

ンダストリー 8）』大月書店、2001年

９．永山利和・自治体問題研究所編『公契約条

例（法）がひらく公共事業としごとの可能

性』自治体研究社、2006年

10. 武藤博己

（ア）『入札改革―談合社会を変える』岩波

書店、2003年

（イ）『自治体の入札改革―政策入札　価

格基準から社会的価値基準へ』イマジ

ン出版、2006年
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　ご紹介いただきました建設政策研究所理事

長の永山と申します。今年、建設政策研究所

の設立からまる20年目です。私が理事長をお

おせつかりまして10年です。北海道センター

ができた年に建設政策研究所を理事長をお引

き受けてから、あっという間に10年が経ちま

いました。

　引き受けた当時、私にとって建設業に関す

る研究歴はまったく素人でした。研究所の理

事長役が務まるわけはないといいましたら、

名前だけでいいからという誘惑にはまり10年

が過ぎてしまいました。大学で担当する専門

領域は労働経済、中小企業論です。建設業研

究では中小企業、労働問題も重なりあいます

が、行財政分野の動向とも付き合わなければ

なりません。そういう経緯で、結局いまは建

設産業研究を「門前の小僧経を習う」の倣い

で、かかわってきました。椎名さん等々に誘

惑されて、それに乗った結果です。

　さていま、川村先生から密度の高い、てい

ねいなご報告があり、またその中に少し小生

に宿題もいただきました。宿題全部には答え

られませんので、残った課題は全建労加藤委

員長に残して、わかる範囲だけを申し上げよ

うと思います。

１．進行する日本経済の構造転換と建設産業

の変質

魅力ある建設産業にむけて公共事業の問題点と転換の方向
　建設政策研究所理事長・日本大学教授　永　山　利　和

　日本経済の構造転換は大括りすると以下の

ように見ることができると思います。すなわ

ち、①高度経済成長期以降、2回の石油ショ

ックを経て、本格的な現代の国際化に対応す

る質的転換が始まり、②80年代後半から国際

通貨・資本取引の今日的レベルへの自由化が

始まり、80年代末には政策対応を誤った政府・

日銀は土地・株式市場等における資産バブル

を引き起こす、③それに続くバブル崩壊と90

年代初頭から大不況を招き、その政策対応の

不手際から“失われた10年”を生んで、90年代

以降における日本経済の「長期停滞」、長期的

不況・不況克服期では数量的景気には「いざな

ぎ景気超え」とも言われる緩やかな景気波動

の時期を経て、⑤今回の大不況につながりま

す。昨年の夏以降の急速で、突発的な金融危

機発生とそれに続く実体経済の委縮の危機と

の複合危機現象が現れ、この過程でそれぞれ

の時期に日本経済の構造転換を経験してきま

した。

　日本経済の構造転換のそれぞれの時期に建

設業の果たす役割も随分変わったと思いま

す。かつて高度成長期には、高度経済成長を

促進するために必要な産業基盤整備の役割を

担い、国、財界挙げて行財政機構の限界を乗

り越える新システムをあえて作ってまで、建

設市場を拡大しました。しかし、前川レポ－

トの思考した内需転換構造改革が失敗に帰

し、平成バブルが終わると建設業は土建国家

の名をほしいままにし、政官業癒着を克服し

ないまま、バブル崩壊後の92年には不況対策

という理由から建設投資が年間85兆円という

史上最高規模を記録しました。ＧＤＰの17

～ 18％もの建設投資が行われました。バブ

ル崩壊後の混乱と大不況克服をテーマにピー

クを築きます。しかしその後、今日まで建設

投資額総額は継続的に削減され、今日では大

体ピーク時の６割を切るほどに建設市場が縮

小しました。このなかで建設業は競争政策、

入札制度改革、建設関連法規のモラルハザー

ドの蔓延、事業所の細分化等、様々な質的変

化を伴うものでした。

　この量質ともの変化とともに、建設投資規
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模、建設市場構造、建設産業組織等が大きく

変わりました。このなかでも最も注目すべき

変化は、アメリカ発の金融資本主義と呼ばれ、

また一面で新自由主義政策がアメリカよりも

懸命に実行される日本では、産業のビジネス

スタイル、ビジネスモデルに大転換が生じま

す。建設業も例外ではありませんでした。

　現在の国際競争というか、世界的規模の市

場競争下で、生産物の価格形成メカニズムが

大きく変わりました。一般に、価格形成を論

じる際には、教科書風に言えば種々の競争条

件による変形を受けるとはいえ、価格形成は

基本的に生産・流通におけるコストを基本に

してきたといえるでしょう。現代では、独占

価格が様々な領域に浸透して、独占・寡占企

業は価格をメーカーあるいは商社が十分コス

トを賄える水準に設定できる、という風に説

明されてきました。つまり独占価格論が中心

に据えられてきました。1970年代では新日鉄

の誕生前に新日鉄合併に反対する経済学者な

どの反対運動も多かったものです。しかし、

いまから考えてみますと、その時代といまで

は大きく変わりました。

　たとえば東京都内で高層マンションの設

計・建設・販売プロセスなどを例にとってみま

すと、簡単に言えば以下のように説明できる

でしょう。まず、最初に生産者は購買階層の

購買条件を設定し、販売物の仕様を決定する。

これを前提に、土地、建設コスト、管理費用

等を積み上げ、広告・宣伝費用を加えて、事

前に顧客を囲い込む。そうした方式をとりま

す。例えば現役の30代の子有り世帯とその世

帯主の両親との同居可能なぐらいのスペース

を設定する。当然、この世代の所得の状況を

つかむ。その世帯構成の所得額と30歳台世帯

所得に両親世帯の年金所得を想定・加算し、

この所得帯で購入可能な住宅価格を設定し、

宣伝・販売し、モデルハウスを作って、予約

契約をします。これを基礎に一般には、全体

の事業を“ディベロッパー”と称する特別事業

組織が仕切ります。この事業組織は、バブル

期のリスクヘッジに失敗した経験から学習し

た新しい金融システムを絡めた事業形態をと

っています。金融機関・商社・不動産資本・建

設業者・大手広告会社等からなるコンソーシ

アム、事業協同組織がつくられ、土地取得か

ら設計・施工・住宅販売までのリードタイムに

対応した事業運営を実施する特別目的会社を

設立し、実施、運営する。この事業方式から、

土地、建物の建設には必ず金融と最終市場と

が一体となって、一気呵成に実行されます。

２．変質する建設事業方式と建設生産の位置変動

　建設業以外にも進展していますけれども、

バブル経済ですっかり痛んだ建設業は、独自

に土地取得、設計・施工・販売などを実行した

過去の事業方式をすすめられなくなっていま

す。それまで金融機関が将来の収益を見込ん

だ建設業への融資方式と異なり、建設業が進

める地上げ・住宅建設などへの融資ではバブ

ル崩壊とともに心中しそうになった金融機関

が、これまでの開発方式で都市再生などの開

発などを推進できなくなりました。そこで証

券化方式の活用等により、資金調達・融資双

方の限界から解放される可能性を高めます。

それは、現代の金融技術で高収益を確保でき

る証券化手法を取り入れています。コンソー

シアム参加企業は利益を先取りでき、効率的

キャッシュフローを体制に転換できます。そ

れは一方で、ゼネコンも建設工事期間中の融

資力の限界を軽減できるし、他方では本来住

宅を買う側が債務者となっているので、融資

金融機関も証券・債券市場を通じて購入者債

務を証券化し、こちらでも利益を確保できる。

住宅購入者の購入債権をも証券化すれば、デ

ィベロッパーとしては債務を売り切ることが

できます。

　通常、優良物件ですと建設物の完成前に、

先に完売されてしまうことも可能になりま

す。この方式は老人ホーム建設をはじめ採用

され、民間戸建て住宅でもパワービルダー事

業者という土地開発事業者が仲介業のような
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事業体でこのような債権化を介した事業方式

を採用してきています。パワービルダーでは、

先に30坪程度の狭隘な土地に40坪ぐらいの建

坪を持つ２階建の戸建て住宅を駐車場付きで

数個から30戸程度のミニ団地を設計・施工・販

売する。若い世代の中にある持家志向を充足

する程度の所得適合的な住宅価格値で販売し

ています。東京郊外ですと4000万円とか5000

万円と、ほぼマンションと同一の価格帯で売

り切るのです。つまり金融リスク等を銀行と

証券化市場販売して売り切るのです。

　この場合、パワービルダーという事業形態

が建築を請負う元請企業ではない、というメ

リットもあります。パワービルダーは購入者

が希望する既成仕様の住宅を、町場工務店に

建築下請けさせ、同時に工務店に専門工事を

再下請させる。これで労災補償や時間外労働

などの負担問題から逃れる道を先に作ってお

きます。パワービルダーは、元請けでもない。

というのは、元請は請負った工務店側が職人

を雇っているから、工務店こそが元請だ、と

いうのです。ディベロッパーとしてパワービ

ルダーは元下契約関係への規制、金融リスク

からも逃れるビジネスモデルと考えられてい

るのです。本当にそうなったかどうかは全く

別問題ですが、そうした動機でビジネスモデ

ルが構築されています。

　しかし建設方式の中身をみますと、材料

仕様規定、工期設定基準の順守、中間検査

等、様々な指揮・命令がおこなわれ、実質上

の建設・施工管理体制のなかでの部分的「元

請体制」です。とはいえ、こうした建設業の

ビジネスモデル転換の裏側に進む事業システ

ムは、建設業のビジネスは経済学で教わった

価格形成システムに根本的転換が起きていま

す。すなわち、先に消費者価格を決め、それ

に合わせたコスト設定という逆転が起きてい

る。したがって価格設定の枠組みの中でコス

ト設定、国の抑制策が、官民両市場で進みま

した。建設事業者あるいは労働者が、価格を

決める体制から、価格に合わせた費用限定の

生産コストを求められています。先行決定さ

れた生産物販売価格に合わせた賃金、下請工

賃決定方式がつくられました。従来以上に片

務性が強い構造に変わったというのが現在の

姿だと思います。

　仕事を多く受注して、市場占有率が高い大

手ゼネコン経営も、この１、２年は厳しい採

算収支状況になっているのは、建設ビジネス

事業が金融ビジネスに従属させられた事業方

式が進められてきたのです。

３. 内需型建設業も国際競争に巻き込まれる

なかで遂行するための課題	

　以上のような新自由主義的、金融資本優先

的建設ビジネスモデルの出現は、建設業に

も、新しい国際競争が進んでいます。もちろ

ん国内建設物市場に直接受注海外企業が、文

字通りの WTO 条項を盾に入札競争に割って入

るケースが問題になっているわけではありま

せん。けれども、購買材料価格、投資資金調

達と収益配分等が、自由に流動する資本が世

界をめぐる。だから、日本の建設業も資本調

達に際しては投資家の要求水準に合わせた効

率性を求められます。結局、間接的ですが、

世界競争に巻き込まれています。競争の枠、

競争水準の形式変化のなかで、今回の大不況

が襲っています。不況からの立ち直りにも、

建設業の足元と将来への変化を求める建設業

の道筋設定という課題が出てくると思います。

　この大不況克服の基本方向をキャッチフレ

ーズでは“内需型への転換”という、割合に言

い古された政策方向です。で問題は、次のこ

とです。

　外需が落ちているから誰かが内需転換と言

えば内需型に産業構造の転換が生じるのかと

いう明快な問題です。ここからが本当の問題

領域です。内需型構造への転換に必要な条件、

転換政策の合意形成、具体的転換の青写真、

制度・政策支援策の準備等、いくつかつぶす

べき課題があります。しかも限定された条件

があります。内需転換型への転換を遂げなが
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ら、川村先生が提起された建設労働者の賃金

決定（雇用・就労確保と賃金水準、すなわち生

活可能な所得確保の仮題）をどうするのか、

ということです。

　北海道は季節的労働あるいは季節的失業を

乗り切る責任をだれが散るのか、だれがこの

方策を担うのか、こういう厄介な労働者問題

があります。建設労働者は、いまの賃金と就

労日数の相乗積では暮らせないのです。だか

ら社会保障、医療関連費用をどう捻出するの

かなどとの制度関連を考慮しなければなりま

せん。賃金プラス社会保障、社会保険財源の

確保、医療制度のあるべきシステム問題への

改善策の提出を避けて通ることはできません。

４．建設業の発展を妨げる不公正市場構造改

革の課題

　建設産業はまた歴史的にも抱えてきた多く

の課題があります。下請重層構造、あるいは

そのもとに生まれている歪んだ取引、不公正

取引の根底にある下請取引の片務性がありま

す。例えば契約当事者の間で本当に対等平等

になされているのか、工事進行にともなう経

費支払いが片務性を生む手形取引が横行す

る。たとえば手形支払いが中小企業に手渡さ

れると、割引率いかんで、事業者運営の収益

を確保できないような状態におかれる。60日、

90日、120日とかの長期手形サイトでの支払

いは公正取引とはいえないものです。

　ちなみに手形取引が日本ほど使われる国

は、先進国ではありません。通常では１カ月

ごとの現金あるいは小切手支払いが普通で

す。これには合理的な理由があります。賃金、

材料費等の支払い期限に見合う資金が手当て

できなければ下請事業者は、労働者への賃金

支払いが滞り、資材調達もままならない状況

になります。そこで手形割引をすれば割引手

数料という金融費用の自己負担になり、収益

を圧迫し、賃金等にしわ寄せされる構造が定

着し、不公正取引が何十年も続きます。

　建設業の基本的プロセスは、以下のようで

す。計画され、設計された建設生産物生産を

決めた建主は、予算を決め、競争的入札等を

経て、落札業者が施工し、完成後に建設物を

使用する、という段取りです。建設物は、電

気製品とか自動車のような通常の商品とは大

いに違うところがあります。建設生産物は自

由に動かすことができない生産物、いや動か

ないようにつくる生産物です。動かないよう

につくることは、維持・補修という段階にな

れば、当然その場所で実施しなければなりま

せん。地域空間に固定する生産物ですから、

本来的に建設業は地域産業だと規定していま

す。地域に据え付ける生産物を作る産業です

から、建設生産物は自動車や家電製品のよう

にどこへでも売れる生産物とはまったく逆の

物性をもっています。だからそれに沿う生産、

運営・管理し、使うことを基調にしなければ

なりません。

　そこから建設生産物は、計画・企画、設計

から建設、使用・運営・管理までのトータルの

視点に立って、構築物を作り、利用する費用

を考慮しなければなりません。建設するだけ

の費用、すなわち生産費用・価格だけではな

く、使用・管理・運営する費用、すなわち、ラ

イフサイクルコスト、すなわち使い終わるま

での費用をもっとも適正に賄える方法を考慮

しないわけにはいきません。生産から使用し

終えるまでに要する費用を踏まえた観点を自

覚しなければなりません。地域の人々も作り、

使い、補修して、最後に壊す。もともと地域

で面倒を見、ライフサイクルコストを安くす

る特性を考慮する産業と考えるべきです。

　建設業の特性を生かす建設産業の改善を課

題として、今後どうするのかを、現状から１

つひとつ課題を乗り越えるにあたって、行政、

企業、労働組合はそれぞれ何をすべきかを再

設計しければならない。こういう時代にきて

おります。日本経済の現状は、政府の認識か

ら見ると国民総生産ベースで見ると、２～４

％程度に相当する約20兆円とか30兆円の需要

不足と認識しています。国民経済的にその程



◆21

度の追加需要で埋め合わせしなければならな

い。これがいま政府の認識です。それは量的

にはそうした規模と見てよいでしょう。しか

し日本経済の構造上から、さきほどいったよ

うな諸課題にどういう解を与えるのか、です。

構造的弱点の課題に応えながら、需要不足を

埋める政策設定の量・質あわせ提起する課題

です。さきほど川村先生も指摘されたように、

建設業が何を基調に推進されてきたか。また

公共事業はその中でどのような役割を果たし

てきたか。ここを見据えて、内需型経済への

展望を提起する必要があります。

５．日本経済構造の内需転換改革への基本課題

　私の結論は、次の４項目が、日本経済内需

型転換の課題です。

１）経済・産業構造政策における基本シナリ

オの見直し

　今回の大不況で、一番勉強すべきは、産業

構造戦略の見直しという基本課題です。自動

車、ＩＴ（電子機器）機器、産業機械等の産業

が生みだす生産物を輸出すれば、日本経済は

今後も十分成長するというシナリオですが、

このシナリオが崩れた事実が最も重要な教訓

です。つまり輸出で生きる日本経済の経済政

策、上記機械系産業の輸出企業を育成・発展

させる。またこれらに関連する輸出企業群を

優遇してきたこれまでの政策に軌道修正を突

き付けたことです。金融危機から実体経済危

機に移行する数カ月間の過程で、先進諸国中

日本経済がもっとも大きな経済活動、生産活

動の沈下を見たのです。日本経済は、金融危

機の痛みは少なかったというけれども、実は

実体経済の痛みが大きいだけでなく、大手金

融機関、地方金融機関にも大きな資産棄損、

資本不足等、経営危機を示しています。大手

金融機関だけで４兆円ぐらいの赤字を背負う

のですから、バブル経済崩壊後の金融危機に

近い状態です。この５月は大勝負です。金融

危機が終わっていません。金融危機を生み出

した金融商品化システム、金融市場、金融機

関の在り方など、現代金融自体の改善が課題

です。リーマンショック後の世界金融危機と

は別個に、日本経済の危機への影響が金融危

機を再来させるシナリオがあります。

　今後、日本の輸出産業優先の産業政策を修

正する時期にきています。修正方向は、太陽

電池なのか風力発電なのか地熱発電なのか、

あるいはエネルギーだけじゃなくて環境問題

を広くとらえ、農林水産業とかに広く展開す

ることがポイントです。輸出依存だけの経済

成長は大きな痛みを繰り返したわけです。外

需、輸出依存からの脱却という課題です。

２）外需・輸出依存産業を前提にした公共事

業計画思想の転換

　輸出依存経済はその後ろに何をもっていた

か。それが大型公共投資、輸出競争力強化の

税制などで競争力を強め、生産・物流費用等

を小さくし、輸出企業が有利な経営環境をセ

ットしてきました。これが道路、鉄道、港湾

等の輸送手段の公的整備です。輸出産業優先

政策、それに対応する産業基盤整備です。す

なわち、大型港湾、国際空港、高速・高規格

道路の整備です。ちなみにいま東京都での実

施例を紹介しますと、東京港、川崎港、横浜

港には大型コンテナ埠頭がございます。この

コンテナ埠頭を今後東京埠頭株式会社という

東京都が100％出資したホールディングカン

パニーで３港すべてのコンテナ埠頭を１つの

会社で運営する。新しいポートオーソリティ

ー事業方式で広域化した運営を図るというも

のです。

　大型コンテナ埠頭管理会社は何を求めてい

るか。現在大型コンテナは40㌧コンテナが通

れる道が必要になります。陸揚げし、内陸に

搬送し、また逆もあります。40㌧コンテナ輸

送には、20㌧レベルの道路では橋梁、舗装等

の強度等の規格・仕様条件を変更しなければ

なりません。とくに強度不足を補強しなけれ

ばなりません。これは後で加藤委員長にお話
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　高度経済成長期からずうっと大型公共投資

をしてきました。ということは現存する施設

の使用年数が上がり、古い施設が多くなる時

代を迎えています。古い施設が古くなると傷

み、強度疲労などを起こします。道や橋が傷

む。下水道も地下に埋設されて見えない。け

れども、車両通行の重圧、振動で強度劣化が

生じます。ガス管も同様です。東京ガスのガ

ス管交換がたいへんな量に達しています。北

見市の水道管と同様の可能性があります。

　建設してからの経年数が上がり、公共物が

古くなり、ヴィンテージが上がる。そうする

と、その投資した建設物の維持・改修・補修・

再利用が当然必要になり、その量が膨大にな

ります。これは民間のビル等も同じです。

　しかし、建設物は、大切に、手を加えなが

ら使えば長持ちさせることができます。財政

がきつくても同じ工事予算の中でもより多く

の労働者を雇用できて、国民生活に不足する

ことのないように生活施設、道路確保の方法

はいくらでもあります。大型公共事業では、

１５年前の投入労働量といまの投入量を比べ

ると、12分の１ぐらいに減っています。つま

り大型工事は雇用効果が非常に少ないので

す、大型公共事業は、建設投資額を多少多く

しても雇用増には繋がらなくなっています。

　ところが大型新規投資ではなく、維持・改

修・補修事業になりますと、１つひとつ物件

ごとに傷みの内容が変わり、１品１品の施設

の疲労の点検、回収の段取り等、検査から始

まり、材料調達を含む改造方法の決定まで多

くの手作業があります。維持・回収・補修等は

たしかに手間暇がかかります。しかし雇用効

果は抜群です。そのうえ建設物が地域空間に

固定されています。この方式は地域が面倒を

見る機会が増えます。多くの事業を地域建設

産業、地域産業からの資材調達にならざるを

得ない図式ができあがります。

しいただけるでしょうけれども、40㌧戦車も

通れる道路が求められることと同じです。ま

たコンテナの高さ、長さ、幅等も再検討され

るでしょう。日本の道路には歩道橋がありま

すから、改良しなければなりません。

　これらたくさんの課題を追求するとき、日

本中に40㌧コンテナ対応の交通ネットワーク

化するのは巨額の費用を要する再整備が必要

です。コンテナ埠頭を全部なくせとはいいま

せんけれども、コンテナふ頭を有する港湾に

大型規格道路のネットワークを再整備・再配

置するよりも、工業・流通基地を先に整備す

る港湾再整備で対応することを考慮すべきで

す。大容量道路の大規模新設・改修投資では

なく、生産の空間及び大型港湾との集中化・

集約化で対応すべきです。日本中に４０㌧戦

車通行可能な道路づくりなどできない相談で

す。それは乱暴な計画であり、止めるべきです。

　しかも東京湾だけでは済まないで、伊勢湾、

大阪湾（神戸港を含む）、博多湾にも24時間稼

働する世界最先端物流機能をもつべきだとい

うのは、国土形成計画の見直しが必要です。

輸出中心主義が変われば、本四架橋を３本と

落ちた轍を踏まさないことが今後の公共投資

ではないかと思います。

３）公共施設の維持・改修・補修時代への移行

　公共事業費は、かつてのように増額できな

いうえに、輸出依存型整備でない事業方式に

変えるとすれば、93エンド移行のようなペー

スで事業縮小路線を採用するのかという疑問

が出ます。これは加藤委員長からお話しいた

だくことです。けれども若干付け加えたいと

思います。

　問題は具体的にどうすすめるか、です。後

で加藤委員長の報告資料にもございますよう

に、日本でも“有識者会議”を立ち上げていま

す。そのデータを見ますと、日本でのヴィン

テージ上昇に対応した公共投資構造に変えな

ければならない、という認識が出てきていま

す。しかし残念ながら、わが国の建設行政体

系、建築物供給政策は、新規等に中心の法的・

行政構造になっています。法的、行政的に点
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検、維持・補修を進める義務規定になってい

ません。点検、維持。補修に対する法律的根

拠がない。ですから人員も配置されず、予算

も容易につけられない。公務員定数削減政策

の下、建築関係の公務員定数が削減され、民

営化されています。

　法的根拠がないから予算もつかないか、つ

きにくい。これでは橋が落ちるまで予算がつ

かないことにもなりかねません。むしろこう

した危険的構造こそ制度改善が欠かせませ

ん。ですから建設投資実施の法的、行政的、

制度的改革から始める必要があります。人間

がつくる公共施設ですから、社会のシステム

の変化による投資構造の変化が必要です。

４）国民・市民・住民の手による行財政改革

　私たちはよく、軍事費使わなければ、あれ

もできる、これができるといいます。確かに

算術上はそういうことでしょう。だけども、

算術計算ではあれ、これができない。嘆きに

終わります。それらを実現する制度に改めな

ければなりません。自衛隊をどうして減らせ

るのか、軍事費を減らす方法、米軍が国内か

ら出動しないでよいような状態をいかにつく

るか。そのことを１つひとつつぶし、軍事費

を削り、別の用途に誘導する段取りをつけな

ければできません。真の内需転換型日本経済

への転換も同じです。

　声を上げるだけでは足りません。行政に理

解させ、理解をした政策を以て議会が動く。

つまり議員諸氏が改革政策を１つひとつ積み

上げ、住民と団結して議員立法等の範囲を押

し広め、効果のあり、実行できる制度を設計

して転換を実現をしなければなりません。そ

うでなければ内需転換にはいたらないでしょ

う。

　その意味で、現在の日本の建設業をめぐる

再生の課題には、建設業の経営を改善し、そ

の中で労働者の条件を変えるというオーソド

ックスな要求方向に加え、制度・政策の新し

い仕掛けをもあわせつくらなければなりませ

ん。折角良い内需転換型経済の掛け声が大き

くなっても声だけにとどまって山彦でこだま

して消えることになりがちです。

５）建設業の経営改革

　もう１つは、建設労働が従事する人々や建

設労働者を雇う事業者に、それなりの事業運

営上の改革努力も訴えたいと思います。特に

入札制度をめぐり、種々試みられてきました

が、入札制度だけではなかなか改善は難しく、

限界があります。もちろん手を加えなくてい

いのではなく、入札制度が多様化するにつれ

て、競争が一番激しいのは、資本金でいうと

1000万円から3000万円ぐらいの企業者が入札

する領域の中小規模工事です。一般競争入札

が取り入れられている範囲です。

　ところが下水道処理場などの大型工事で

は、随意契約が多くなっています。つまり大

規模工事、寡占的・独占的な市場には、依然

として大企業市場になっています。中小工事、

だれでもできる工事が激しい入札競争になっ

ています。

　その結果、国土交通省調査結果でも示され

ていることですが、不調とか不落、要するに

予定価格と入札価格に開き過ぎが生していま

す。受注しても、コストを賄えない案件が首

都圏では20％近く起きています。つまり事業

にも乗らない工事予定価格にまで行き着いて

います。受注したら赤字ということです。赤

字でもなぜ受注するか。それは資金繰り上の

必要からです。公共事業は前払制度がありま

す。そこで、赤字覚悟の受注、資金繰り目的

の受注です。これでは、金融政策で救済でき

ません。建設業改革は、労働者の賃金・雇用

条件、それらを規定する社会政策、社会保障

制度・社会保険制度改革、これがベースです。

それに合わせた事業者間の過当競争が生み出

す悪弊是正が欠かせません。加えて、建設産

業に関連する金融制度改革、手形取引等の取

引制度を改善することです。これらは、いわ

ば日本経済の民主化ともまったく同じ軌道だ
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と思っています。

　特に建設業の場合は、公共事業の比率が非

常に高い産業です。公共事業では予定価格を

知らせないで、入札し、予定価格を越えれば

失格になります。価格理論からいえば、独占

的上値を制限するシステムです。予定価格以

下でしか有効入札とはなりません。要するに

入札とは予定価格を下回らせる強制力が働き

ます。すると受注しても利益が出るかどうか

リスクがあります。明治22年会計法ができて

以来、法律で入札落札の方式を決め、以降、

戦後民主化改革があってもなお今日まで明治

時代の会計法、予算決算令が、国から地方自

治体に至るまで今でも貫かれています。建設

業における明治体制と呼んでいます。受注側

に一方的リスクがありますから、談合が生ま

れたのです。予定価格制度と談合とはワンセ

ットの関係です。独占価格と談合がセットで

動いてきた。それがこの数年、入札契約適正

化法の改革、独占禁止法による課徴金制度強

化等で談合がつぶされて、過当競争状況にな

り、経営収支も厳しくなっています。そのし

わ寄せが結果的に労務費に加わる仕組みにな

っている。仕事が減り、価格が下がれば、賃

金引き下げで対応する。賃金の下方弾力性が

働き、賃金下降スパイラル現象が起きていま

す。

　特に北海道では、年間就労日数が少ないと

いう問題が生じています。北海道に住んでる

方が悪いといっている財政学者もいますが、

その理由は人々には“移動の自由”があるから

だ、というのです。いやなら出て行けという

ことです。

　そのために全国一律最賃、ナショナルミニ

マムなどというナショナルレベルで解決すべ

き課題です。この問題は、天が悪いわけでは

ない、企業が悪いわけでもない、北海道行政

が悪いわけでもない。これは全国で何らかの

形で資金、基金等にプールし、悪天候、寒冷

地労働不能、疾病休業などの制度の中でシス

テム的に救済する制度にしなければなりませ

ん。または季節的休業かまたは他の雇用、別

の就労方法を考える必要があります。いずれ

にしても総合的対応、所得補償だけでない道

と川村先生が指摘されました。地域、地域で、

知恵を出しあい、これらを総合して内需拡大

型の建設業にふさわしい姿を形成できると考

えているわけです。

　最後に１つだけ補足すれば、地方財政では、

公共工事に関し、国の事業の負担金、分担金、

補助金でがんじがらめにされています。補助

金などはその年度で１円たりとも使いきると

いう縛りがあります。やらなきゃならないと

いう文科省の科研費と同じ締め付けを受けて

います。そのために自治体職員も苦労します。

今年度の09年度補正で、たぶん自治体の職員

は泣くところもあるでしょう。公務員が削減

されていますから、過重労働の危機が予想さ

れます。これまた加藤委員長にお願いすると

します。以上、とりとめのないお話でした。

ご無礼いたします。（拍手）�



◆25



26◆



◆27



28◆



◆29



30◆



◆31



32◆



◆33



34◆



◆35



36◆



◆37



38◆



◆39



40◆

　それからさきほど開発の道路の話もしたん

ですけれども、帯広市の道路の現状も、いわ

ゆる簡易舗装というのが全体の27％ぐらいあ

るわけなんですが、これはほとんど減ってな

いんですね、毎年。張り替えたり部分補修し

かできないですから。これを本格恒久舗装に

張り替えるとすると、面積でいくと、金額的

には約830億ぐらいの仕事になってきます。

全部恒久舗装にしなくても路盤の入れ替えで

すね。路盤を50センチぐらいつくれば、今の

ようなボコボコにはなりませんから、それで

やると250億ぐらいの仕事。それから雨水処

理も面積でいくと、まだ42％ぐらいしか整備

されていないんですね。これをやるとすれば

2500ヘクタールぐらいになりますから、750

（司会　森田国教・副理事長）お三方のお話

がございました。時間の関係で３名程度で時

間かと思いますけれども、どうぞ質問、ご意

見をいただければというふうに思います。

（稲葉典昭）帯広から来た稲葉といいます。

せっかく遠くから来たのでひとこと発言させ

いただきます。３名のボリュームのある報告

を聞いた直後で頭の中がパンパンになってお

ります。いま帯広・十勝の公共事業の現状だ

とか、私どもの考えていることについて少し

発言させていただければというふうに思って

います。

　公共事業は、十勝も激減しております。98

年2100億円ありましたが、昨年度３月末で

746億円ですから、３分の１近くに減ってき

ているということです。一般建築も住宅着工

が96年がピークだったと思いますが、4000戸

ぐらいあったのが、昨年は2100戸ですね。こ

れも半減近くなってきている。当然それを支

えている建設・土木の業界はいま大変な状況

で、毎年のように中堅から地元の大手といわ

れるところが倒産の憂き目にあっているとい

う状況になっています。

　今年度の開発の予算をみますと、490億ぐ

らいで、道路がそのうち230億なんですね。

230億のうち92億が高速ですね。高規格が46

億の高速道路が46億、合わせて92億ですから、

230億に激減している中で、高速関係だけが

予算を維持していますから、４割になってし

まっているというのが現状になっています。

フロアからの発言とパネラーからの補足発言

　じゃあ仕事が本当にないんだろうかという

ことで、いろいろ私たちも提案したりしてい

るわけなんですけれども、例えば建設である

と、いま着目していることの１つに耐震補強

の問題があります。帯広市では耐震改修促進

計画というのを昨年つくりまして、平成27年

までに耐震化率90％ということで、これで特

定建築物60棟と住宅1900戸を耐震化するとい

う目標はもっているんです。これでどの程度

仕事になるかと推計しますと、1900戸の耐震

補強で約200億になります。それから公共施

設が76施設、旧耐震で残っていますから、学

校等はいま予算が張り付いて、体育館はいま

全部計画化されてきましたから、残っている

のは約17億です。校舎は22校残っていまして、

これは２次診断まで入っていませんので、か

なりアバウトにへーべ２万6000円で耐震化す

るとすると26億と。そのほかの公共施設47施

設、特定建築物54施設というふうになってき

ますから、合わせると数百億ぐらいの耐震化

だけでも仕事が出てくるだろうと。

　問題は、それをやらせるために、どう行政

が支援をしていくかということなんですよ

ね。なかなか一般住宅も古くなった、建て替

えれない層というのは耐震補強もしないんで

す。そこに金をかけられないですから。だか

らそこにどういうふうに援助していくか、支

援をしていくかということがなければ、この

耐震計画も絵に描いた餅のようになるだろう

というふうに思っています。
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億ぐらいの仕事になるということになってく

るんですね。だから道路の舗装化と雨水処

理、これで1500億ぐらいの仕事が出るわけで

すから、土建屋さんもしばらくは仕事にはな

ってくるんですね。だから十勝の中で、さき

ほどありましたけれども、全部高速道路のよ

うな道路網の中で、なんで高速道路をつくる

んだという。その92億が基盤整備に向かって

いくならば、地元の仕事にも必ずなるわけで

すし、そういった意味では公共事業のあり方

だとか、今後の建設産業をどう起こしていく

のか、少なくても急激な衰退じゃなくて、構

造転換ができる中でどういうふうな役割を果

たしてもらうのかというのは、もう少し知恵

も出しながら考えていかなきゃいけないかな

と。

　きょういろいろお聞きしたことをまた咀嚼

もしながら、地元に帰ってみんなで力を合わ

せてやっていきたいと思っております。（拍手）

（司会）ありがとうございました。続きまし

てフロアからの発言、あるいは３名の先生方

からの、補強がございましたら出していただ

ければと思うんですが、いかがでしょうか。

契約がどんどんどんどん可能になってきてお

りまして、実質上労働者でありながら事業者

扱いをされているという人が非常に増えてき

ているわけです。このことは建設業法そのも

のの問題でもある。つまり労働者性という形

でいままで法律の世界では問題にされてきて

いるんですけれども、それももちろんあるん

ですが、同時にあいまいな領域のところは事

業法をきちんと制定していくことによって、

より鮮明に労働者性が見えてくるという関係

があると思います。

　これはドイツとかフランスの考え方で、事

業主というのは必ず、たとえば商工会議所の

会員にならなければならない。商工会議所の

会員になるためには必ず、ドイツですとマイ

スター試験にパスをして商工会議所に登録す

る。そうしないと事業者として認定されない。

事業者でない人は全部労働者と扱いますとい

う、こういうことになっているんですね。

　日本の場合はどうしても一人親方等の自営

業層を労働者とみなせということで労働法の

適用をしようとしてきているんですが、ＩＬ

Ｏの契約労働法制の中でもはっきりこれがあ

いまいであるということがわかっているんで

すけれども、しかしそれは日本の場合では業

法の適用がきちんとされることによって初め

て労働者性も見えてくるという関係もあるの

で、ぜひこのところは建設労働者の資格性と

合わせて、経営者の資格性というものも、つ

まりちゃんと業務契約ができるとか、簿記も

できるとか、労働者の教育・訓練ができて、

事業内教育が引き受けられるというような、

これがドイツのケースですけれども、要する

にマイスター制度というのはそういう法律的

な関係を形成している。

（永山）ちょっと強調して受け止めていただ

きたいと思っていることなんですが、これは

川村先生もご指摘されましたし、加藤委員長

もご指摘になっているところで、特に全建労

の「政策（案）」のところにかかわるんですけれ

ども、建設業法の新たな制定あるいは現行の

改革というのか、そういうことにかかわって

非常に難しいところなんですが、労災その他

いろいろこれまでの労働保険の関係等を含め

て、ここだけはというところが建設業法の制

定という最後のページのところなんですけれ

ども、ここで日本の建設業法がきちんとした

建設業としての営業資格、これが非常にあい

まいになってきておりまして、いま建政研で

も研究中なんですけれども、一人親方あるい

は独立事業者というものが事実上下請け事業

　したがって、そこから事業者に雇われてい

る人は、全部賃金、労働条件も、もちろん失

業保険とか年金とか、悪天候手当、こういっ

たものの手当は全部企業の外に預金をする形

で、社会金庫というところにお金を払い込ん

で、そして仮に企業がつぶれようと、労働者
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（司会）ありがとうございました。引き続き、

いまのような感想でもかまいません。

の年次有給休暇の権利の行使のために必要な

賃金部分というのは、そこから支払われると

いう格好になりますので、経営の不安定から

のある程度の独立性も保てるというようなこ

とで、そういう法整備だけで何でもできるわ

けじゃないですけれども、そういった形で建

設業法というものの認定条件というものをき

っちりするということが下請け制の重層化を

抑える重要な役割を果たすんだということが

重要な点だと思います。これはたぶん運輸業

だとかその他製造業の場合も同じようなこと

だし、そういったものが競争秩序というもの

を公正なものに変えていく１つのケルンにな

っていくんじゃないかなとことを補足してお

きたいと思います。

（司会）ありがとうございました。それでは

引き続きフロアからの発言を求めたいと思い

ます。

（小室正範）感想的にのべさせていただきた

いと思います。道労連という労働組合で事務

局長をしております小室と申します。永山先

生のお話ということになるかもしれません

が、内需拡大への転換ということを口でいっ

ている、スローガンでこだまのようにしてい

るだけではいけないと、たいへん勉強になり

ました。

　総選挙が今年おこなわれることになります

けれど、単なる政権交代の掛け声ではないだ

ろう。ではどういう国をつくりたいのかとい

うことをあらためてきょうの話も含めて考え

たいと思うんです。「レーバーレター」が明日

か明後日出ると思うんです。数日前にはＩＭ

Ｆの発表もあって、世界の金融破綻の影響が

あって、リーマンショック以来の大きい数字

になるということで、これがまた６月の株主

総会に向けて雇用調整であるとか、どういう

影響を及ぼすのかということをたいへん心配

しているんです。先月の「レーバーレター」で

も、先だって札幌の公共職業安定所の所長さ

んとお話しする機会がありましたが、去年の

２月の求人が２万人ぐらいなんですよ。今年

は１万5000人ぐらいなんです。求人の著しい

減ですね。ハローワーク札幌は企業の多いハ

ローワーク、職安ですから、企業からのいろ

んな資料も多いんだけど、北海道全域で急激

なる雇用の縮小が起きている。それからタク

シーの売り上げの急激なる減少。たいへんな

景気後退と雇用の縮減が起きているというこ

との中で、きょうのお話もあるのではないだ

ろうか。

　特に建設業で言うと、一昨日私どもの事務

所にこられた方も、有名なハウスメーカーに

19年まで勤められていて、生活保護の申請を

したいということでご相談にこられました。

大東建宅に勤められていて19年におやめにな

って、サラ金がもう400万になって、一所懸

命仕事をしているんだけど、いま江別の流通

センターで働いて、夜中働いて880円で、生

活ができない。サラ金もたまってしまったと

いう相談でした。

　季節労働者の調査でも、きょう川村先生が

出されたいくつかの声がございますが、仕事

が減っていて、たくさんの悲痛な声がありま

すけど、私が一番感じたのは、アンケート調

査の中で、１月も15万ぐらいしか収入がなく、

２月一家心中を考えてしまう。お子さん２人

で。その方の年齢が39歳と書いてあった。39

歳で一家心中を考えるように追い詰められて

いるという状況を見て、本当になんとかしな

ければならないという思いでここへ駆けつけ

ました。

　こんな感想的な話で申し訳ないんですけれ

ども、これからどういう国をつくるのかとい

うことでお三方の話から勉強させていただき

ましたので、糧にしてたたかいの材料にして

いきたいと思いました。（拍手）
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（川村）これは加藤委員長の質問であり、き

ょうここには行政関係の方とか政治家の方々

がおられるかもしれないんでぜひ一緒に考え

ていきたいのは、建政研北海道センターとし

ても「無駄な公共事業マップ」とか、そんなの

もつくらなきゃいけないかなあと思ってい

て、なかなか業務多忙につき出来てなかった

んですが、きょうの加藤委員長のお話を聞い

たら、「危険な建設構造物マップ」のほうが急

いでつくらなければいけないのかなと（笑）。

　そんな思いもありまして、頭の中で構想し

ているばっかりじゃだめなんですが、さきほ

どの資料によれば、少なからず把握されてな

い部分も、地方都市とかあるいは町村レベル

では多いようなので、具体的にこういう作業

はできるのでないかと、ご指摘いただければ、

この中におられる関係者の方あるいは建政研

北海道センターとしての今期の事業にもつな

がっていくのかなと思い、アドバイスをいた

だければと思います。

（加藤）袋の中に、道議会定例会の質問と建

設部土木局道路課の回答が入っていて平成19

年にやられていますよね。きっとミネソタ州

のトラス橋が落ちて、その心配で質問されて、

同じようなことが長寿命化検討委員会で出て

いる5100橋のうち85橋が50年こえるとか、こ

ういうふうに回答して、最後が尻すぼみなん

ですよね。順次調査をすすめると。してない

じゃないかと思うんですが。

　あと、橋梁一覧表まで出ていて、「コンク

リート、コンクリート」と書いてある一覧表

があって、この議員さんも安心されたかもし

れないんですが、そういうこともあってコン

クリートの橋が落ちてるよというのを今回ト

ップバッターでもってきていますから、だま

されちゃあいけないと思います。きっとこの

コンクリート橋という10メートルとか30メー

トルとかですね、それらの経過年数をみると

50年こしてますよね。この橋はちゃんと点検

をしてチェックしているのかというのは、議

会で追及すればいろんなものを引き出すこと

ができると思うんですよね。

　ですから、樋門というのも、引き出せば、

行政としてやらざるを得なくなりますから、

いろんなところで引っ張り出せると思いま

す。数字はですね。で、１つの橋を直すのに

いくらかかるというのも札幌土木事務所を中

心にしてシュミレーションをしてさっきの真

っ赤の資料を作っていますから。そうすると、

そこで直さなくちゃいけない橋の数が出て来

て、それに金額をかければ、年間そのぐらい

のものを市町村単位で予算確保をしていくん

だと。その予算を確保すれば、こういう事業

はゼネコンは手を出しませんから。

　こういうのは一番に人手がかかります。重

機をもってきてガンガンとやるわけにいかな

いんで。100万円あればそのうちの労働者に

行く分が50万円以上というふうな仕事になる

と思うし、資材を新しく買うわけじゃないの

で、建設労働者の賃金にまわる仕事がこうい

うものだと思いますね。そういったものを、

きっとだます人が、役所が、私もだましてき

たわけじゃないんですが（笑）、だまされない

ようにするには、それぞれの自治体に建設技

術者がいますから、そういう人たちを巻き込

んで、建設労働者で現場で実際にやる人たち

はもっと詳しくわかるし、橋の点検だけでも

すごい事業創出すると思うんです。立派な点

検車、アームのようなやつというのは数千万

円しますから、結構高いんですけれども、足

場を組むという仕事があります、点検をする

ためには。そうすると足場を組める人という

のは建設労働者になるので、点検をするとい

う仕事だけでも建設労働者の雇用創出につな

がる事業かなというのを地方地方で具体的に

予算を積み上げていくと、建設労働者の展望

も見えてくるかなというふうに思います。

（永山）これは回答じゃなくて、ヒントにな

ればいいなあと思うことなんですけど、例え

ば橋、下水道、これはある程度データを調べ



44◆

　みなさんのご協力を得ながら、引き続き奮

闘してまいりたいと思います。最後になりま

すけれども、冒頭、川村理事長がお願いしま

したが、建設政策研究所への加入のチラシ、

申し込み書が入っています。ぜひともこの機

会にご加入いただいて、ご協力をお願いした

いというお願いをいたしまして、きょうのシ

ンポジウムを終わらせていただきます。たい

へんありがとうございました。（拍手）

て点検しているのかというので実情を把握

し、調べた結果、どの程度の緊急性があるの

かをグレード別に分けて逐次やれというふう

な、そういうことになっていくと思うんです

けど、実は建設物の安全性の問題はもう１つ、

民間の側の建物、あるいは箱物にも相当ござ

いまして、これまで千葉県で経験した例では、

特に公共の箱物については、管理者のほかに

消防署が耐震等あるいは防災上の危険の度合

いというのを調べるために建物の調査をして

いるんですね。千葉県の場合、相当これが役

に立ちまして、私どもは千葉土建の依頼の市

町村ごとに耐震の調査、未調査、それから整

備の達成度合い、こういうのを市町村別に全

部一覧表にして、整備が遅れているところは、

やりなさいという運動につなげてほしいとい

うようなことをやっております。具体的にど

こまで成果が上がっているかということにつ

いてはまだ、昨年報告書を出したばかりなの

で点検しておりませんが、できれば来年ぐら

いに点検してみようかと考えています。

　それから民間の、さきほど帯広の民間住宅

の減少の問題が出されまして、これも本当に

悩ましいことなんですが、やはり同じ千葉、

あるいは東京ですと墨田というところがやっ

ていることなんですけれども、狭小・過密・老

朽・高齢者居住住宅をどう整備するのかとい

うことが、その人の家の安全だけではなくて

周辺の住宅街の安全という問題にもからんで

きますので、そういう角度から、少し老齢の

方が多くなりますので、改修の資金がないわ

けですね。これをどうやって捻出するかとい

うことで、例えば狭くても土地をもっている

方は、土地を担保にして融資制度というのを

行政がかめないか。それから建てる場合に、

１人２人の小さな家族になってきますので、

一定の貸間貸家を併設する形で、それに融資

をするという形で資金の捻出と仕事の遂行と

いうことがセットにならないか。

　それで木造過密住宅の改修方式について、

何人か、東京大学とか東工大、それからＵＲ

の出身者の方々などが研究しているのがござ

いまして、そういうものと資金をつなげる、

その部分を全部行政がやれということにはい

きませんので、それを民間の資金を入れられ

るようにするか、または行政がその資金導入

の支援ができるような仕組みというものをつ

くることはできないだろうかということを、

いま船橋市の少し詳しい一軒一軒の調査をし

て、そのうえで、どういう資産能力、資金調

達能力があるかというのを調べて具体的に仕

事に持ち込む方法につなげていきたいなあと

考えているんです。

　そういう意味では、仕事づくりは決して公

共だのみというだけではすすみませんので、

なんとかそういった民間のこれまで潜在的な

建築需要はあるけれども、それが有効需要に

ならないところを、なんかひねりだすことが

できないだろうかという検討をしはじめてい

ます。そんなことで、お知恵をいただければ

と考えております。

（司会）ありがとうございました。約束の時

間になりました。

　今回のテーマは、建設業がどうなるのか、

さらには公共事業という大きなテーマです。

したがって政治にもかかわるし、法律にもか

かわってくる、非常に大きな、これからも探

究、研究していかなければならないテーマだ

と思います。


